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藤倉化成株式会社との合弁会社設立に関するお知らせ 

 
 当社は藤倉化成株式会社（代表取締役社長 加藤 大輔、以下「藤倉化成」という。）

との間で、合弁会社を設立することに合意いたしましたので、お知らせいたします。 
 

記 
1. 合弁会社設立の理由 

藤倉化成は、1938 年の設立以来、化学メーカーとして革新的な技術開発に挑み、

独自の高付加価値製品の開発を行い、市場の先駆けとなる製品を数多く生み出し

ております。長期にわたる技術力に裏打ちされた実績や豊富なノウハウを保有し、

体外診断薬用原料ラテックスをはじめとした特殊微粒子、ラテックス比濁試薬、

研究用試薬など多岐にわたる研究開発を実施しています。 
日東紡グループでは、当社 100%出資の子会社として 1987 年に設立されたニッ

トーボーメディカル株式会社を中心にメディカル事業を営み、体外診断薬の開発、

製造・販売を行っております。中長期の経営基本方針「長期ビジョン 101」およ

びグループ中期経営計画「Go for Next 100」のもと、メディカル事業を当社グル

ープの第 2 の柱に成長させるべく、新製品の開発に注力しております。 
今般、藤倉化成の化学メーカーとしての技術力やノウハウ、体外診断薬用原料

の研究開発に係る深い知見と、日東紡グループの体外診断薬の開発・製造技術と

を融合することで、体外診断薬の製品開発の領域を広げるとともに研究開発のス

ピードを加速させることを目指し、合弁会社を設立するものです。 
 
 
 
 
 
 
 



2. 合弁会社の概要 
（１）合弁会社の名称：FAN 株式会社 
（２）所在地：東京都千代田区 
（３）代表者の役職・氏名：当社、藤倉化成からそれぞれ１名を代表者として 

選任（予定） 
（４）事業内容 ：体外診断薬の研究開発 
（５）資本金及び資本準備金：100 百万円 
（６）出資比率 ：当社 50％、藤倉化成 50％ 
（７）設立年月 ：2019 年４月（予定） 
（８）決算期 ：３月期 

 
3. 相手先の概要 

（１）会社名 ：藤倉化成株式会社 
（２）本店所在地 ：東京都板橋区蓮根三丁目 20 番７号 

    本社住所 ：東京都港区芝公園２-６-15 
（３）代表者の役職・氏名：代表取締役社長 加藤 大輔 
（４）事業内容 ：塗料、樹脂材料、体外診断薬関連製品 
（５）資本金 ：5,352,120,526 円（2018 年６月末日現在） 
（６）設立年月日 ：1938 年９月 22 日 
（７）当該会社との関係： 

（ア） 資本関係：該当事項はありません。 
（イ） 人的資源：該当事項はありません。 
（ウ） 取引関係：当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があります。 
（エ） 関連当事者への該当状況：該当事項はありません。 

 
（８）当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態： 

決算期 2016 年３月期 2017 年３月期 2018 年３月期 
連 結 純 資 産 32,551 百万円 33,493 百万円 35,391 百万円 
連 結 総 資 産 51,194 百万円 50,017 百万円 51,893 百万円 
１株当たり連結純資産 905.42 円 959.37 円 1,021.25 円 
連 結 売 上 高 73,740 百万円 62,779 百万円 57,431 百万円 
連 結 営 業 利 益 3,011 百万円 3,077 百万円 2,588 百万円 
連 結 経 常 利 益 2,976 百万円 3,348 百万円 2,808 百万円 
親会社株主に帰属する 

1,765 百万円 2,399 百万円 2,000 百万円 
当 期 純 利 益 
１株当たり連結当期純利益 54.03 円 74.95 円 62.86 円 
１ 株 当 た り 配 当 金 14.00 円 16.00 円 16.00 円 



4. 日程 
（１）機関決定日：当社  2019 年 3 月 12 日 

 相手先  2019 年 3 月 15 日 
（２）契約締結日：2019 年 4 月（予定） 
（３）事業開始日：2019 年 4 月（予定） 
 

5. 今後の見通し 
 合弁会社設立による業績への影響はありません。今後、開示すべき事項が生じた

場合は、速やかにお知らせいたします。 
 

以上 
 


